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評価の概要について 1 

１ 評価対象物質について 2 

 本評価で対象とした物質は表１のとおり。 3 
 4 

表 １ 評価対象物質の同定情報 5 
評価対象物質名称 エチレンオキシド 

構造式 

O

 

分子式 C2H4O 

CAS登録番号 75-21-8 

 6 

２ 物理化学的性状、濃縮性及び分解性について 7 

 本評価で用いたエチレンオキシドの物理化学的性状、濃縮性及び分解性は表２及び表３のとお8 
り。 9 
 10 

表 ２ モデル推計に採用した物理化学的性状等データのまとめ 1) 11 

項目 単位 採用値 詳細 
評価Iで用い

た値(参考) 

分子量 － 44.05  44.05 

融点 ℃ -111.72) OECD TG102 に準じた測定値 -111.72) 

沸点 ℃ 10.72) 
標準圧力(101.3 kPa)における測

定値 
10.72) 

蒸気圧 Pa 1.456×105 2) 20℃における測定値 1.45×105 4,5) 

水に対する溶解度 mg/L (1×106) 7) 水に任意の割合で混和 9.66×104 6) 

1-ｵｸﾀﾉｰﾙと水との間
の分配係数(logPow) － -0.32) 

OECD TG107 に準じて 25℃で測定

された値 
-0.32) 

ヘンリー係数 Pa･m3/mol 15.0 4,7,8) 25℃での測定値 15.0 4,7,8) 

有機炭素補正土壌吸

着係数(Koc) L/kg 4.79) 
KOCWIN (v2.00)による logPow を

用いた推計値 
2.28) 

生物濃縮係数(BCF) L/kg 3.169) 
BCFBAF (v3.01)による logPow を

用いた推計値 
3.169) 

生物蓄積係数(BMF) － 1 logPow と BCF から設定 10) 1 

解離定数(pKa) － － 解離性の基を有さない物質 －11) 

1) 平成 27年度第 4回優先評価化学物質のリスク評価に用いる物理化学的性状、分解性、蓄積性等のレビュー12 
会議（平成 28年 3月 22日）で了承された値 13 

2) REACH登録情報 (ECHA) 6) MITI(1995a)   10) MHLW, METI, MOE(2014) 14 
3) MOE(2003)   7) PhysProp   11) 評価 Iにおいては解離定数は考慮しない 15 
4) NITE(2005)   8) HSDB    括弧内の値は参考値であることを示す 16 
5) ATSDR(1990)   9) EPI-Suite    17 
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表 ３ 分解に係るデータのまとめ 1) 1 

項目 
半減期 

(日) 
詳細 

大気 

大気における総括分解半減期 NA  

機序別の

半減期 

OHラジカルとの反応 211 

25℃で測定された反応速度定数 2,3)か

ら OH ラ ジ カ ル 濃 度 5 × 105 

molecule/cm3 として算出した複数半

減期の最大値 

オゾンとの反応 NA  

硝酸ラジカルとの反応 NA  

水中 

水中における総括分解半減期 NA  

機序別の

半減期 

生分解 NA 水中で加水分解され、分解生成物が生

分解される 4,5) 

加水分解 12.9 滅菌河川水 (pH 7.4)を用いた 25℃で

の測定値 4) 

光分解 NA  

土壌 

土壌における総括分解半減期 NA  

機序別の

半減期 
生分解 NA 水中生分解の項参照 

加水分解 12.9 水中加水分解の項参照 

底質 
底質における総括分解半減期 NA  
機序別の

半減期 
生分解 NA 水中生分解の項参照 

加水分解 12.9 水中加水分解の項参照 

1) 平成 27年度第 4回優先評価化学物質のリスク評価に用いる物理化学的性状、分解性、蓄積性等のレビュー2 
会議（平成 28年 3月 22日）で了承された値 3 

2) NIST     5) MITI(1995b) 4 
3) HSDB     NA:情報が得られなかったことを示す 5 
4) Conwayら (1983)     6 

7 
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３ 排出源情報 1 

 本評価で用いた化審法届出情報及び PRTR届出情報等は図１～図２及び表４～表６のとおり。2 
製造輸入数量は約 220,000tから約 300,000tの間で変動している(図１)。 3 
事業者ヒアリングを行った結果、化審法届出情報における殺生物剤 2 の出荷数量の大部分は、4 
化審法対象外であって製造数量等の届出が不要である医療用ガス滅菌剤1として出荷されている5 
ものであるとの情報が得られた。化審法の届出者が使用者の具体的用途の詳細を把握することは6 
困難であり、医療用ガス滅菌剤以外の用途として使用される可能性が排除できないため、製造数7 
量等の届出がされていると考えられる。一般社団法人日本産業・医療ガス協会の調査によると、8 
平成 27 年度の医療用ガス滅菌剤としての出荷数量が 972t であるのに対し、工業用滅菌ガスとし9 
ての出荷数量は 15tであった(表５)。 10 

PRTR 制度に基づく排出・移動量は平成 21 年度以降、減少傾向にある（図２）。届出の大気へ11 
の排出量の減少と、それに伴う届出外推計量の減少が主な要因である。 12 
なお、平成 21年度までは医療業は対象業種ではないため、医療業からの排出は届出外推計量に13 
含まれており、平成 22年度以降は医療業が対象業種に加わったため届出数量に含まれている。 14 
その他の排出源としては、CICAD (2003)2 において化石燃料の燃焼成分、たばこの煙への含有、15 
植物における天然の植物生長調整剤としてのエチレンの酸化、微生物の異化作用による生成など16 
が指摘されているが、これらからの排出量は無視し得るとされている。 17 
 18 

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

輸入数量 0 0 4 0 14 0

製造数量 300, 593 287, 979 279, 170 290, 848 221, 035 282, 606
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 19 
図 １ 化審法届出情報 20 

21                                                    
1 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第２条第１項に規定する
医薬品であるエチレンオキシドガス 
2 UNEP/ILO/WHO Concise International Chemical Assessment Document No.54 Ethylene Oxide (2003) 
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表 ４ 化審法届出情報に基づく評価Ⅱに用いる推計排出量 1 

用途番号-
詳細用途

番号 
用途分類 詳細用途分類 

平成 27 年度 

出荷数量 

（トン／年） 

推計排出量 

（トン／年） 

※（）は、うち水

域への排出量 

 製造   311 (28) 

01-a 中間物 合成原料、重合原料、前駆重

合体 286,828 574 (287) 

19-b 
殺生物剤 2[工程内使用で成形
品に含まれないもの] 《工業
用途》 

ガス滅菌剤、薫蒸剤、燻煙剤 
1,142 572 (0.6) 

計 287,970 1,456 (315.6) 
※殺生物剤 2の出荷数量の大部分は医療用ガス滅菌剤として出荷されているものであると考えられる。 2 

 3 
表 ５ エチレンオキシド（滅菌ガス）の用途別出荷数量 4 

用途 

平成 27 年度 

出荷数量 

（トン／年） 

構成比 

（％） 

医療機関向け医薬品※1 120 12.2 
医療機関以外向け医薬品※2 852 86.3 
医療機関以外向け雑品（工業用） 15 1.5 

計 987 100 
※1 医療機関向けには滅菌代行業を含む。医療機関向け医薬品におけるカートリッジ式 5 
製品の出荷数量には、（一社）日本産業・医療ガス協会非会員企業の数量は含まない。 6 
※2 医療機関以外とは医療機器製造業等のことを指す。 7 

 8 
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平成18
年度

平成19
年度

平成20
年度

平成21
年度

平成22
年度

平成23
年度

平成24
年度

平成25
年度

平成26
年度

平成27
年度

推計_移動体 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
推計_家庭 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
推計_非対象業種 153.508 154.689 100.005 101.124 0 0 0 0 0 0
推計_対象業種 85.614 59.972 117.205 79.312 134.688 99.904 74.888 64.087 60.212 63.625
届出_廃棄 112.654 39.228 36.028 32.344 43.928 42.538 35.234 37.17 38.654 45.27
届出_下水 36.327 48.042 40.963 75.386 48.744 37.807 36.497 34.611 39.238 34.704
届出_埋立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
届出_土壌 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
届出_水域 9.773 25.703 27.988 28.398 29.14 27.275 24.811 29.92 26.095 25.654
届出_大気 163.493 195.131 162.407 194.209 213.314 196.065 170.083 146.079 126.271 128.88
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 1 
図 ２ PRTR 制度に基づく排出・移動量の経年変化 2 

 3 
表 ６ PRTR 届出外排出量の内訳（平成 27 年度） 4 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

対

象

業

種

の

事

業

者

�

の

す

そ

切

り

以

下

農

薬

殺

虫

剤

接

着

剤

塗

料

漁

網

防

汚

剤

洗

浄

剤

・

化

粧

品

等

防

虫

剤

・

消

臭

剤

汎

用

エ

ン

ジ

ン

た

ば

こ

の

煙

自

動

車

二

輪

車

特

殊

自

動

車

船

舶

鉄

道

車

両

航

空

機

水

道

オ

ゾ

ン

層

破

壊

物

質

ダ

イ

オ

キ

シ

ン

類

低

含

有

率

物

質

下

水

処

理

施

設

移動体 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

家庭 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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４ 有害性評価 1 

リスク推計に用いた有害性情報（有害性評価値）を表７に整理する。 2 
エチレンオキシドは実験動物で発がん性が明らかであり、ヒトでの発がん性も疫学研究で示唆3 
されている。エチレンオキシドは変異原性試験で明確な陽性結果が得られている事から、発がん4 
性の有害性評価値導出は閾値のない遺伝毒性発がん性物質として実施した。 5 
エチレンオキシドの有害性評価値は、経口経路の発がん性で 3.68×10-5 mg/kg/day（実質安全6 
量）、吸入経路の発がん性で 9.20×10-5 mg/m3（実質安全量）であった。体内に吸収された後は肝7 
臓、肺などの組織で代謝活性化が起こると考えられているので、経口及び吸入の暴露経路に依存8 
せずに白血病等の血液リンパ系腫瘍が誘発される可能性が高いと考えられた。このことから、本9 
評価書での発がん性に係るリスク推計においては、経口暴露推計量に基づくリスク比（経口暴露10 
の発がん性有害性評価値に対する経口暴露推計量の比）と吸入暴露推計量に基づくリスク比（吸11 
入暴露の発がん性有害性評価値に対する吸入暴露推計量の比）を合計した値をもって、当該物質12 
のリスクを推計することが毒性学的に妥当であると考えられた。 13 
 14 

表 ７ 有害性情報のまとめ 15 

有害性評価項目 
人健康 
発がん性 

経口経路 吸入経路 

NOEL等、ﾕﾆｯﾄﾘｽｸ、
ｽﾛｰﾌﾟﾌｧｸﾀｰ － 

ﾕﾆｯﾄﾘｽｸ 
1.09×10-4 
(μg/m3)-1 

不確実係数積 
(UFs) － － 

有害性評価値 3.68×10-5 

mg/kg/day(注) 
9.20×10-5 

mg/m3 

NOEL等の根拠 － 
ﾗｯﾄ2年間吸入試験、
雌単核球性白血病、

原発性脳腫瘍 
注：吸入の評価値からの換算値 16 

17 
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５ リスク推計結果の概要 1 

５-１ 排出源ごとの暴露シナリオによる評価 2 

・化審法の届出情報及び PRTR 届出情報を用いて、排出源ごとの暴露シナリオの推計モデル3 
（PRAS-NITE Ver.1.1.1）により評価した。この内、より実態を反映していると考えられる4 
PRTR届出情報に基づくリスク推計結果を表８に示す。 5 
・PRTR 届出情報を用いた結果では、発がん性についてリスク懸念箇所(表７の有害性評価値6 
以上の濃度)が認められた。 7 
・PRTR 情報の排出源のうち、医療用ガス滅菌剤として使用されたと想定される排出源を除8 
いた場合は表９のとおりリスク懸念箇所数が大きく減少した。 9 

 10 
表 ８ PRTR 情報に基づく発がん性におけるリスク推計結果 11 

暴露経路 
リスク推計の対象と

なる排出量 
リスク懸念箇所数 

リスク懸念影響面積 

（km2） 

経口経路 大気・水域排出分 4/202 1,257 

吸入経路 大気排出分 59/202 1,255 

経口経路＋吸入経路 大気・水域排出分 63/202 2,511 

※届出事業所に加えて、移動先の下水道終末処理施設も排出源として考慮。 12 
STPWINに基づいて下水処理場での大気への移行率は 1.1%、水域への移行率は 7.8%とした。 13 

 14 
表 ９ PRTR 情報に基づく発がん性におけるリスク推計結果 15 

（医療用ガス滅菌剤として使用されたと想定される排出源を除いた場合） 16 

暴露経路 
リスク推計の対象と

なる排出量 
リスク懸念箇所数 

リスク懸念影響面積 

（km2） 

経口経路 大気・水域排出分 0 0 

吸入経路 大気排出分 10 182 

経口経路＋吸入経路 大気・水域排出分 10 182 

※届出事業所に加えて、移動先の下水道終末処理施設も排出源として考慮。 17 
STPWINに基づいて下水処理場での大気への移行率は 1.1%、水域への移行率は 7.8%とした。 18 

 19 

５-２ 様々な排出源の影響を含めた暴露シナリオによる評価 20 

・PRTR 届出情報及び届出外排出量推計を用いて、様々な排出源の影響を含めた暴露シナリオ21 
による推計モデル（G-CIEMS ver.0.93）により、大気中濃度及び水質濃度を計算し、評価22 
対象地点とした環境基準点を含む 3,705 地点のリスク推計をした。 23 

                                                   
3 リスク評価向けに一部修正を加えている（全国一律計算方法とした）。 
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・推計結果は表 １０のとおり。表より、HQ≧1 となる地点は経口で 16地点、吸入で 5地点、1 
経口+吸入で 28地点であった。 2 

 3 
表 １０ G-CIEMS による濃度推定結果に基づく HQ区分別地点数 4 

ハザード比の区分 

経口経路 吸入経路 経口+吸入経路 

発がん性 発がん性 発がん性 

1≦HQ 16 5 28 

0.1≦HQ＜1 253 509 762 

HQ＜0.1 3, 436 3, 191 2, 915 

 5 

５-３ 環境モニタリングデータによる評価 6 

・直近 5年（平成 23～27年度）のエチレンオキシドの大気モニタリングデータを元に、リス7 
クを評価した。結果は表１１及び表１２のとおり。（水質モニタリングデータについては8 
得られなかった。） 9 
・大気においては、HQ≧1となる地点は吸入（発がん性）で 277地点中 138地点（のべ 1,12010 
地点中 325地点）であった。 11 
 12 

表 １１ 大気モニタリングデータに基づく HQ区分別測定地点数 13 

ハザード比

の区分 

大気モニタリング濃度の測定地点数（直近 5年） 

経口 吸入 

発がん性 発がん性 

1≦HQ 0 138 

0.1≦HQ＜1 0 139 

HQ＜0.1 277 0 

※複数年度で同一地点が測定されている場合、最大濃度を使用 14 
 15 

表 １２ 大気モニタリングデータに基づくリスク推計（年度別） 16 

年度 
モニタリング 

事業名 

濃度範囲（平均値） 

（μg/m3） 

検出下限値 

（μg/m3） 
検出地点数 

HQ1 超過地

点数 

平成 27 年度 有害大気 0.02～0.74 0.0.00006～0.021 235/235 48 

平成 26 年度 有害大気 0.032～1.0 0.001～0.06 227/227 58 

平成 25 年度 有害大気 0.019～0.76 0.00022～0.006 226/226 72 

平成 24 年度 有害大気 0.030～0.77 0.0021～0.006 229/229 72 

平成 23 年度 有害大気 0.019～0.61 0.0017～0.01 203/203 75 

平成 22 年度 有害大気 0.018～0.46 0.0019～0.021 214/214 60 

平成 21 年度 有害大気 0.020～0.43 0.00057～0.023 234/234 88 

平成 20 年度 有害大気 0.010～0.41 - 247/247 111 

平成 19 年度 有害大気 0.018～0.59 0.0013～0.015 246/246 83 

平成 18 年度 有害大気 0.026～0.97 0.001～0.05 255/255 114 

 17 

18 
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６ 追加調査が必要となる不確実性事項等 1 

不確実性解析結果を以下に示す。 2 
 3 

表 １３ エチレンオキシドのリスク評価の不確実性解析結果 4 

項目 不確実性の要因 
調査の 

必要性 

再評価に有用な 

情報 
理由 

ⅰ) 

評価対象 

物質 

・ 評価対象物質と

性状等試験デー

タ被験物質との

不一致等 

なし － 

・評価対象物質と性状等の被験物質は一致

しているため。 

ⅱ) 

物理化学

的性状等 

・ 推計値しかない

場合等のリスク

推計結果への影

響等 

なし － 

・エチレンオキシドについては、「Koc」及

び「BCF」が推計値だが、リスク推計結果

に及ぼす影響は大きくないと考えられる。 

ⅲ) 

PRTR 

情報 

・ 化審法対象物質

と PRTR 対象物質

との不一致 

・ 化審法届出情報

と PRTR 届出情報

との不一致 

あり 

・PRTR 届出事業者

における排出実態 

・化審法における届出対象物質と化管法に

おける PRTR 対象物質が一致している。 

・一方、PRTR 届出大気排出量の 72%は化審

法の対象外である医療用ガス滅菌剤によ

るものと考えられる。 

・また、排ガス除去装置における除去率は

99.9%以上との報告もあるが、PRTR 届出外

推計に用いられる除去率（1-排出率）は製

造業で 90.5%であり、過大推計の可能性が

あるため。 

・高濃度のモニタリング地点周辺に届出事

業所がないケースがあり、PRTR 届出・届

出外排出量が適切でない可能性があるた

め。 

ⅳ) 

排出量 

推計 

・ 化審法届出情報

に基づく排出量

推計の排出シナ

リオと実態との

乖離等 
低 － 

・化審法届出情報における殺生物剤 2 の出

荷数量の大部分は化審法の対象外である

医療用ガス滅菌剤として出荷されている

ものであると考えられる。 

・エチレンオキシドは高圧ガス保安法で排

出されないよう厳密に管理されているた

め、製造段階の排出係数などは過大である

可能性がある。 

ⅴ) 

暴露 

シナリオ 

・ 暴露シナリオと

実態との乖離等 

 排出源ごとの暴露シナリオ 
なし － － 

 様々な排出源の影響を含めた暴露シナリオ 

なし 

－ － 

 環境モニタリング情報 

低 

・水質モニタリング

情報 

・水質モニタリングに関する情報が得られ

ていない。 

・一方、エチレンオキシドは大気汚染防止

法の優先取組物質に指定されており、毎年

度複数地点でモニタリングされ、今後も継

続的に実施される見込みである。 
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項目 不確実性の要因 
調査の 

必要性 

再評価に有用な 

情報 
理由 

vi) 

その他 

・ 排出源が周囲に

確認できないモ

ニタリング地点 

あり 

・周囲に排出源が確

認できないモニタ

リング地点周辺の

点源及び非点源の

排出源における排

出実態 

・モニタリングにおいて有害性評価値を超

過する濃度が観測された地点の近傍に排

出源の存在を確認することができない地

点が多数存在しており、未把握の発生源の

可能性があるため。 

 1 
（概要は以上。） 2 

3 
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７ 付属資料 1 

７-１ 化学物質のプロファイル 2 

 3 
表 １４ 化審法に係わる情報 4 

優先評価化学物質官報公示名称 エチレンオキシド 

優先評価化学物質通し番号 19 

優先評価化学物質指定官報公示日 平成 23年 4月 1日 

官報公示整理番号、官報公示名称等 2-218：エチレンオキシド 

関連する物質区分 
既存化学物質 

旧第二種監視化学物質 

既存化学物質安全性点検結果(分解性･蓄積性) 良分解性 

既存化学物質安全性点検結果(人健康影響) 未実施 

既存化学物質安全性点検結果(生態影響) 未実施 

優先評価化学物質の製造数量等の届出に含まれ

るその他の物質(注) 

なし 

 （注)「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律の運用について」の「２．新規化学物質の製造又は輸入に5 
係る届出関係」により新規化学物質としては取り扱わないものとしたもののうち、構造の一部に優先評価6 
化学物質を有するもの（例：分子間化合物、ブロック重合物、グラフト重合物等）及び優先評価化学物質7 
の構成部分を有するもの（例：付加塩、オニウム塩等）については、優先評価化学物質を含む混合物とし8 
て取り扱うこととし、これらの製造等に関しては、優先評価化学物質として製造数量等届出する必要があ9 
る。(「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律の運用について」平成 23 年 3 月 31 日薬食発 033110 
第 5号、平成 23･03･29 製局第 3号、環保企発第 110331007号） 11 
 12 

表 １５ 国内におけるその他の関係法規制 13 
国内における関係法規制 対象 

特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の

改善の促進に関する法律(化管法) 

(平成 21年 10月 1日から施行) 

エチレンオキシド 

：第一種指定化学物質 1-56 

(旧)化管法 (平成 21年 9月 30日まで) 
エチレンオキシド 

：第一種指定化学物質 1-42 

毒物及び劇物取締法 
政令・劇物：政令第 2条第 1項第 14号の 7 

エチレンオキシド及びこれを含有する製剤 

労働安全

衛生法 

製造等が禁止される有害物等 － 

製造の許可を受けるべき有害物 － 

名称等を表示し、又は通知すべき危険物

及び有害物 

エチレンオキシド 

対象となる範囲（重量％）≧0.1 

別表第 9の 74 

危険物 ノルマルヘキサン、エチレンオキシド、アセトン、ベ
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国内における関係法規制 対象 

ンゼン、メチルエチルケトンその他の引火点が零下三

〇度以上零度未満の物 

引火性の物 

政令番号 4 

特定化学物質等 

エチレンオキシド 

特定化学物質等（第二類物質） 

政令番号 5 

鉛等/四アルキル鉛等 － 

有機溶剤等 － 

作業環境評価基準で定める管理濃度 

エチレンオキシド 

通し番号 6 

管理濃度 1 ppm（1.8 mg/m3） 

強い変異原性が認められた化学物質 － 

化学兵器禁止法 － 

オゾン層保護法 － 

環境基本法 － 

大気汚染防止法 
酸化エチレン（別名：エチレンオキシド）：有害大気汚

染物質／優先取組、中環審第 9次答申の 63 

水質汚濁防止法 － 

土壌汚染対策法 － 

有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律 － 

出典：(独)製品評価技術基盤機構,化学物質総合情報提供システム(NITE-CHRIP), 1 
URL：http://www.nite.go.jp/chem/chrip/chrip_search/systemTop, 2 
平成 29年 9月 21日に CAS登録番号 75-21-8で検索 3 
 4 

７-２ 暴露評価と各暴露シナリオでのリスク推計 5 

７-２-１ 環境媒体中の検出状況 6 
(１) 大気モニタリングデータ 7 
 8 

表 １６ 近年の大気モニタリングにおける最大濃度 9 

期間 モニタリング事業名 最大濃度 
（μg/m3） 

直近 5年（平成 23～27年度） 有害大気（平成 26年度） 1.0 

過去 10年間（平成 18～27年度） 有害大気（平成 26年度） 1.0 

 10 
過去 10 年間の大気モニタリング調査結果は表 12に示すものと同一である。 11 

12 
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(２) 水質モニタリングデータ 1 
（水質モニタリングデータは得られなかった。） 2 
 3 
７-２-２ 排出源ごとの暴露シナリオによる暴露評価とリスク推計 4 
(１) PRTR 情報に基づく評価 5 
① PRTR 排出量 6 

 排出源ごとの暴露シナリオにおいて、人の摂取量の上位 10 箇所となった排出源は表１７7 
のとおりであり、いずれも化審法対象外である医療用ガス滅菌剤を使用している医療用機8 
械器具・医療用品製造業であった。 9 

 10 
表 １７ PRTR 届出事業所ごとの排出量 11 

No.
都道
府県

業種名等
大気排出量
[t/year]

水域排出量
[t/year]

合計排出量
[t/year]

排出先水域名称

1 Ａ県 医療用機械器具・医療用品製造業 0 17 17 Ａ川

2 Ａ県 医療用機械器具・医療用品製造業 0 6.2 6.2 Ａ川

3 Ｂ県 医療用機械器具・医療用品製造業 8.9 0 8.9

4 Ｃ県 医療用機械器具・医療用品製造業 6 0 6

5 Ｄ県 医療用機械器具・医療用品製造業 5.3 0 5.3

6 Ｅ県 医療用機械器具・医療用品製造業 4.6 0 4.6

7 Ｅ県 医療用機械器具・医療用品製造業 4.3 0 4.3

8 Ｆ県 医療用機械器具・医療用品製造業 4.3 0 4.3

9 Ｇ県 医療用機械器具・医療用品製造業 4.2 0 4.2

10 Ｄ県 医療用機械器具・医療用品製造業 3.8 0 3.8  12 
注：上記の表は平成 27年度実績の PRTR届出 196事業所及び移動先の下水道終末処理施設 6箇所のうち、人の摂13 
取量の上位10箇所を示す。STPWINに基づいて下水処理場での大気への移行率は1.1%、水域への移行率は7.8%14 
とした。 15 
 16 
 17 
② リスク推計結果 18 

 発がん性について、経口経路では 4 箇所においてリスク懸念となり(表１８)、吸入経路で19 
は 59箇所がリスク懸念となり(表１９)、経口経路＋吸入経路では 63箇所がリスク懸念と20 
なった(表２０)。黄色は化審法対象のエチレンオキシドを使用していると考えられる排出21 
源を、桃色は HQが 1を超えている箇所を示す。 22 

 23 
24 
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表 １８ PRTR 届出情報に基づく発がん性（経口経路）におけるリスク推計結果 1 

No. 都道府県 業種名称
排出先水域

名称

大気への排

出量[t/year]

水域への排

出量[t/year]

合計排出量

[t/year]

HQ

(～1km)

HQ

(～2km)

HQ

(～3km)

HQ

(～4km)

HQ

(～5km)

HQ

(～6km)

HQ

(～7km)

HQ

(～8km)

HQ

(～9km)

HQ

(～10km)

1 Ａ県
医療用機械器具・

医療用品製造業
Ａ川 0 17 17 1.4E+02 1.4E+02 1.4E+02 1.4E+02 1.4E+02 1.4E+02 1.4E+02 1.4E+02 1.4E+02 1.4E+02

2 Ａ県
医療用機械器具・

医療用品製造業
Ａ川 0 6.2 6.2 5.0E+01 5.0E+01 5.0E+01 5.0E+01 5.0E+01 5.0E+01 5.0E+01 5.0E+01 5.0E+01 5.0E+01

3 Ｉ県 医薬品製造業 Ｂ川 0.37 0.71 1.1 5.7E+00 5.7E+00 5.7E+00 5.7E+00 5.7E+00 5.7E+00 5.7E+00 5.7E+00 5.7E+00 5.7E+00

4 Ｑ県 医薬品製造業 Ｃ川 0.075 0.48 0.56 3.8E+00 3.8E+00 3.8E+00 3.8E+00 3.8E+00 3.8E+00 3.8E+00 3.8E+00 3.8E+00 3.8E+00

5 ＡＡ県 化学工業 Ｄ川 0.0021 0.046 0.048 3.7E-01 3.7E-01 3.7E-01 3.7E-01 3.7E-01 3.7E-01 3.7E-01 3.7E-01 3.7E-01 3.7E-01

6 Ｓ県 下水道業 Ｅ川 0.0048 0.034 0.039 2.7E-01 2.7E-01 2.7E-01 2.7E-01 2.7E-01 2.7E-01 2.7E-01 2.7E-01 2.7E-01 2.7E-01

7 Ｇ県 化学工業 Ｆ川 0.22 0.034 0.25 2.7E-01 2.7E-01 2.7E-01 2.7E-01 2.7E-01 2.7E-01 2.7E-01 2.7E-01 2.7E-01 2.7E-01

8 Ｅ県 下水道業 Ｇ海域 0.37 2.7 3.0 1.5E-01 1.5E-01 1.5E-01 1.5E-01 1.5E-01 1.5E-01 1.5E-01 1.5E-01 1.5E-01 1.5E-01

9 Ｋ県 下水道業 Ｈ川 0.0021 0.015 0.017 1.2E-01 1.2E-01 1.2E-01 1.2E-01 1.2E-01 1.2E-01 1.2E-01 1.2E-01 1.2E-01 1.2E-01

10 Ｐ県 高等教育機関 Ｉ川 0.29 0.29 0.58 1.2E-01 1.2E-01 1.2E-01 1.2E-01 1.2E-01 1.2E-01 1.2E-01 1.2E-01 1.2E-01 1.2E-01   2 
注：No.10の地点については近傍に河川流量の観測所が存在したことから、技術ガイダンスⅤ章にしたがって、国3 
土交通省の水文水質データベースに収載されている近傍の観測所における平水流量（85.44 m3/sec）を用いた。 4 

5 
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表 １９ PRTR 届出情報に基づく発がん性（吸入経路）におけるリスク推計結果 1 
No. 都道府県 業種名称

排出先水域
名称

大気への排
出量[t/year]

水域への排
出量[t/year]

合計排出量
[t/year]

HQ
(～1km)

HQ
(～2km)

HQ
(～3km)

HQ
(～4km)

HQ
(～5km)

HQ
(～6km)

HQ
(～7km)

HQ
(～8km)

HQ
(～9km)

HQ
(～10km)

1 Ｂ県
医療用機械器具・

医療用品製造業
- 8.9 0 8.9 1.8E+01 7.2E+00 3.9E+00 2.8E+00 2.0E+00 1.5E+00 1.2E+00 9.7E-01 8.2E-01 6.9E-01

2 Ｃ県
医療用機械器具・

医療用品製造業
- 6 0 6 1.2E+01 4.9E+00 2.6E+00 1.9E+00 1.3E+00 1.0E+00 8.0E-01 6.6E-01 5.5E-01 4.7E-01

3 Ｄ県
医療用機械器具・
医療用品製造業

- 5.3 0 5.3 1.0E+01 4.3E+00 2.3E+00 1.7E+00 1.2E+00 8.9E-01 7.1E-01 5.8E-01 4.9E-01 4.1E-01

4 Ｅ県
医療用機械器具・
医療用品製造業

- 4.6 0 4.6 9.1E+00 3.7E+00 2.0E+00 1.4E+00 1.0E+00 7.8E-01 6.1E-01 5.0E-01 4.2E-01 3.6E-01

5 Ｅ県
医療用機械器具・

医療用品製造業
- 4.3 0 4.3 8.5E+00 3.5E+00 1.9E+00 1.3E+00 9.6E-01 7.3E-01 5.7E-01 4.7E-01 3.9E-01 3.3E-01

6 Ｆ県
医療用機械器具・

医療用品製造業
- 4.3 0 4.3 8.5E+00 3.5E+00 1.9E+00 1.3E+00 9.6E-01 7.3E-01 5.7E-01 4.7E-01 3.9E-01 3.3E-01

7 Ｇ県
医療用機械器具・

医療用品製造業
- 4.2 0 4.2 8.3E+00 3.4E+00 1.9E+00 1.3E+00 9.3E-01 7.1E-01 5.6E-01 4.6E-01 3.8E-01 3.3E-01

8 Ｄ県
医療用機械器具・
医療用品製造業

- 3.8 0 3.8 7.5E+00 3.1E+00 1.7E+00 1.2E+00 8.4E-01 6.4E-01 5.1E-01 4.2E-01 3.5E-01 3.0E-01

9 Ｈ県 化学工業 - 3.5 0 3.5 6.9E+00 2.8E+00 1.5E+00 1.1E+00 7.8E-01 5.9E-01 4.7E-01 3.8E-01 3.2E-01 2.7E-01

10 Ｅ県
医療用機械器具・

医療用品製造業
- 3.1 0 3.1 6.1E+00 2.5E+00 1.4E+00 9.7E-01 6.9E-01 5.2E-01 4.1E-01 3.4E-01 2.8E-01 2.4E-01

11 Ｆ県
医療用機械器具・

医療用品製造業
- 3.1 0 3.1 6.1E+00 2.5E+00 1.4E+00 9.7E-01 6.9E-01 5.2E-01 4.1E-01 3.4E-01 2.8E-01 2.4E-01

12 Ｊ県
医療用機械器具・
医療用品製造業

- 2.9 0 2.9 5.7E+00 2.4E+00 1.3E+00 9.1E-01 6.4E-01 4.9E-01 3.9E-01 3.2E-01 2.7E-01 2.3E-01

13 Ｅ県 化学工業 - 2.9 0 2.9 5.7E+00 2.4E+00 1.3E+00 9.1E-01 6.4E-01 4.9E-01 3.9E-01 3.2E-01 2.7E-01 2.3E-01

14 Ｋ県
プラスチック製品

製造業
- 2.9 0 2.9 5.7E+00 2.4E+00 1.3E+00 9.1E-01 6.4E-01 4.9E-01 3.9E-01 3.2E-01 2.7E-01 2.3E-01

15 Ｆ県
医療用機械器具・

医療用品製造業
- 2.9 0 2.9 5.7E+00 2.4E+00 1.3E+00 9.1E-01 6.4E-01 4.9E-01 3.9E-01 3.2E-01 2.7E-01 2.3E-01

16 Ｌ県
医療用機械器具・
医療用品製造業

- 2.8 0 2.8 5.5E+00 2.3E+00 1.2E+00 8.8E-01 6.2E-01 4.7E-01 3.7E-01 3.1E-01 2.6E-01 2.2E-01

17 Ｍ県
医療用機械器具・
医療用品製造業

- 2.6 0 2.6 5.1E+00 2.1E+00 1.1E+00 8.1E-01 5.8E-01 4.4E-01 3.5E-01 2.8E-01 2.4E-01 2.0E-01

18 Ｈ県 化学工業 - 2.6 0 2.6 5.1E+00 2.1E+00 1.1E+00 8.1E-01 5.8E-01 4.4E-01 3.5E-01 2.8E-01 2.4E-01 2.0E-01

19 Ｎ県
医療用機械器具・

医療用品製造業
- 2.4 0 2.4 4.7E+00 1.9E+00 1.1E+00 7.5E-01 5.3E-01 4.0E-01 3.2E-01 2.6E-01 2.2E-01 1.9E-01

20 Ｏ県
医療用機械器具・
医療用品製造業

- 2.3 0 2.3 4.5E+00 1.9E+00 1.0E+00 7.2E-01 5.1E-01 3.9E-01 3.1E-01 2.5E-01 2.1E-01 1.8E-01

21 Ｄ県
医療用機械器具・
医療用品製造業

- 2.3 0 2.3 4.5E+00 1.9E+00 1.0E+00 7.2E-01 5.1E-01 3.9E-01 3.1E-01 2.5E-01 2.1E-01 1.8E-01

22 Ｅ県
医療用機械器具・

医療用品製造業
- 2.2 0 2.2 4.3E+00 1.8E+00 9.7E-01 6.9E-01 4.9E-01 3.7E-01 2.9E-01 2.4E-01 2.0E-01 1.7E-01

23 Ｐ県
医療用機械器具・

医療用品製造業
- 2.2 0 2.2 4.3E+00 1.8E+00 9.7E-01 6.9E-01 4.9E-01 3.7E-01 2.9E-01 2.4E-01 2.0E-01 1.7E-01

24 Ｂ県
医療用機械器具・

医療用品製造業
- 1.8 0 1.8 3.6E+00 1.5E+00 7.9E-01 5.6E-01 4.0E-01 3.0E-01 2.4E-01 2.0E-01 1.6E-01 1.4E-01

25 Ｈ県 化学工業 - 1.7 0 1.7 3.4E+00 1.4E+00 7.5E-01 5.3E-01 3.8E-01 2.9E-01 2.3E-01 1.9E-01 1.6E-01 1.3E-01

26 Ｒ県
医療用機械器具・

医療用品製造業
- 1.6 0 1.6 3.2E+00 1.3E+00 7.1E-01 5.0E-01 3.6E-01 2.7E-01 2.1E-01 1.8E-01 1.5E-01 1.2E-01

27 Ｍ県 高等教育機関 - 1.6 0 1.6 3.2E+00 1.3E+00 7.1E-01 5.0E-01 3.6E-01 2.7E-01 2.1E-01 1.8E-01 1.5E-01 1.2E-01

28 Ｏ県 化学工業 - 1.6 0 1.6 3.2E+00 1.3E+00 7.1E-01 5.0E-01 3.6E-01 2.7E-01 2.1E-01 1.8E-01 1.5E-01 1.2E-01

29 Ｅ県
医療用機械器具・
医療用品製造業

- 1.5 0 1.5 3.0E+00 1.2E+00 6.6E-01 4.7E-01 3.3E-01 2.5E-01 2.0E-01 1.6E-01 1.4E-01 1.2E-01

30 Ｉ県 化学工業 - 1.5 0 1.5 3.0E+00 1.2E+00 6.6E-01 4.7E-01 3.3E-01 2.5E-01 2.0E-01 1.6E-01 1.4E-01 1.2E-01

31 Ｅ県 化学工業 - 1.4 0 1.4 2.8E+00 1.1E+00 6.2E-01 4.4E-01 3.1E-01 2.4E-01 1.9E-01 1.5E-01 1.3E-01 1.1E-01

32 Ｅ県
プラスチック製品

製造業
- 1.4 0 1.4 2.8E+00 1.1E+00 6.2E-01 4.4E-01 3.1E-01 2.4E-01 1.9E-01 1.5E-01 1.3E-01 1.1E-01

33 Ｋ県
医療用機械器具・
医療用品製造業

- 1.4 0 1.4 2.8E+00 1.1E+00 6.2E-01 4.4E-01 3.1E-01 2.4E-01 1.9E-01 1.5E-01 1.3E-01 1.1E-01

34 Ｊ県 医薬品製造業 - 1.4 0 1.4 2.8E+00 1.1E+00 6.2E-01 4.4E-01 3.1E-01 2.4E-01 1.9E-01 1.5E-01 1.3E-01 1.1E-01

35 Ｍ県
医療用機械器具・

医療用品製造業
- 1.2 0 1.2 2.4E+00 9.7E-01 5.3E-01 3.8E-01 2.7E-01 2.0E-01 1.6E-01 1.3E-01 1.1E-01 9.3E-02

36 Ｈ県 高等教育機関 - 1.2 0 1.2 2.4E+00 9.7E-01 5.3E-01 3.8E-01 2.7E-01 2.0E-01 1.6E-01 1.3E-01 1.1E-01 9.3E-02

37 Ｓ県 その他の製造業 - 1.1 0 1.1 2.2E+00 8.9E-01 4.9E-01 3.4E-01 2.4E-01 1.9E-01 1.5E-01 1.2E-01 1.0E-01 8.6E-02

38 Ｐ県
衣服・その他の繊
維製品製造業

- 1.1 0 1.1 2.2E+00 8.9E-01 4.9E-01 3.4E-01 2.4E-01 1.9E-01 1.5E-01 1.2E-01 1.0E-01 8.6E-02

39 Ｔ県
医療用機械器具・

医療用品製造業
- 1 0 1 2.0E+00 8.1E-01 4.4E-01 3.1E-01 2.2E-01 1.7E-01 1.3E-01 1.1E-01 9.2E-02 7.8E-02

40 Ｆ県 化学工業 - 1 0 1 2.0E+00 8.1E-01 4.4E-01 3.1E-01 2.2E-01 1.7E-01 1.3E-01 1.1E-01 9.2E-02 7.8E-02

41 Ｕ県
医療用機械器具・

医療用品製造業
- 0.99 0 0.99 2.0E+00 8.0E-01 4.4E-01 3.1E-01 2.2E-01 1.7E-01 1.3E-01 1.1E-01 9.1E-02 7.7E-02

42 Ｖ県
医療用機械器具・
医療用品製造業

- 0.97 0 0.97 1.9E+00 7.9E-01 4.3E-01 3.0E-01 2.2E-01 1.6E-01 1.3E-01 1.1E-01 8.9E-02 7.5E-02

43 Ｍ県 化学工業 - 0.92 0 0.92 1.8E+00 7.5E-01 4.1E-01 2.9E-01 2.0E-01 1.6E-01 1.2E-01 1.0E-01 8.4E-02 7.2E-02

44 Ｌ県
医療用機械器具・

医療用品製造業
- 0.89 0 0.89 1.8E+00 7.2E-01 3.9E-01 2.8E-01 2.0E-01 1.5E-01 1.2E-01 9.7E-02 8.2E-02 6.9E-02

45 Ｋ県
プラスチック製品

製造業
- 0.78 0 0.78 1.5E+00 6.3E-01 3.4E-01 2.4E-01 1.7E-01 1.3E-01 1.0E-01 8.5E-02 7.1E-02 6.1E-02

46 Ｏ県 医療業 - 0.76 0 0.76 1.5E+00 6.2E-01 3.4E-01 2.4E-01 1.7E-01 1.3E-01 1.0E-01 8.3E-02 7.0E-02 5.9E-02

47 Ｖ県 医薬品製造業 - 0.75 0 0.75 1.5E+00 6.1E-01 3.3E-01 2.3E-01 1.7E-01 1.3E-01 1.0E-01 8.2E-02 6.9E-02 5.8E-02

48 Ｖ県 高等教育機関 - 0.73 0 0.73 1.4E+00 5.9E-01 3.2E-01 2.3E-01 1.6E-01 1.2E-01 9.7E-02 8.0E-02 6.7E-02 5.7E-02

49 Ｗ県 化学工業 - 0.71 0 0.71 1.4E+00 5.8E-01 3.1E-01 2.2E-01 1.6E-01 1.2E-01 9.5E-02 7.8E-02 6.5E-02 5.5E-02

50 Ｕ県 医療業 - 0.68 0 0.68 1.3E+00 5.5E-01 3.0E-01 2.1E-01 1.5E-01 1.1E-01 9.1E-02 7.4E-02 6.2E-02 5.3E-02

51 Ｘ県 ゴム製品製造業 - 0.67 0 0.67 1.3E+00 5.4E-01 3.0E-01 2.1E-01 1.5E-01 1.1E-01 8.9E-02 7.3E-02 6.1E-02 5.2E-02

52 Ｈ県
医療用機械器具・

医療用品製造業
- 0.66 0 0.66 1.3E+00 5.4E-01 2.9E-01 2.1E-01 1.5E-01 1.1E-01 8.8E-02 7.2E-02 6.0E-02 5.1E-02

53 Ｐ県 高等教育機関 - 0.65 0 0.65 1.3E+00 5.3E-01 2.9E-01 2.0E-01 1.4E-01 1.1E-01 8.7E-02 7.1E-02 6.0E-02 5.1E-02

54 Ｅ県
窯業・土石製品製
造業

- 0.64 0 0.64 1.3E+00 5.2E-01 2.8E-01 2.0E-01 1.4E-01 1.1E-01 8.5E-02 7.0E-02 5.9E-02 5.0E-02

55 Ｙ県 医療業 - 0.62 0 0.62 1.2E+00 5.0E-01 2.7E-01 1.9E-01 1.4E-01 1.0E-01 8.3E-02 6.8E-02 5.7E-02 4.8E-02

56 Ａ県 医薬品製造業 - 0.61 0 0.61 1.2E+00 5.0E-01 2.7E-01 1.9E-01 1.4E-01 1.0E-01 8.1E-02 6.7E-02 5.6E-02 4.7E-02

57 Ｒ県 高等教育機関 - 0.54 0 0.54 1.1E+00 4.4E-01 2.4E-01 1.7E-01 1.2E-01 9.1E-02 7.2E-02 5.9E-02 4.9E-02 4.2E-02

58 Ｚ県 医療業 - 0.52 0 0.52 1.0E+00 4.2E-01 2.3E-01 1.6E-01 1.2E-01 8.8E-02 6.9E-02 5.7E-02 4.8E-02 4.0E-02

59 Ｒ県 医療業 - 0.51 0 0.51 1.0E+00 4.1E-01 2.3E-01 1.6E-01 1.1E-01 8.6E-02 6.8E-02 5.6E-02 4.7E-02 4.0E-02  2 
注：業種名称が化学工業で黄色でない事業者は医療用ガスの製造者であるなど、各事業者の事業内容を確認して色付けした。 3 
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表 ２０ PRTR 届出情報に基づく発がん性（経口経路＋吸入経路）におけるリスク推計結果 1 
No. 都道府県 業種名称

排出先水域

名称

大気への排

出量[t/year]

水域への排

出量[t/year]

合計排出量

[t/year]

HQ

(～1km)

HQ

(～2km)

HQ

(～3km)

HQ

(～4km)

HQ

(～5km)

HQ

(～6km)

HQ

(～7km)

HQ

(～8km)

HQ

(～9km)

HQ

(～10km)

1 Ａ県
医療用機械器具・

医療用品製造業
Ａ川 0 17 17 1.4E+02 1.4E+02 1.4E+02 1.4E+02 1.4E+02 1.4E+02 1.4E+02 1.4E+02 1.4E+02 1.4E+02

2 Ａ県
医療用機械器具・

医療用品製造業
Ａ川 0 6.2 6.2 5.0E+01 5.0E+01 5.0E+01 5.0E+01 5.0E+01 5.0E+01 5.0E+01 5.0E+01 5.0E+01 5.0E+01

3 Ｂ県
医療用機械器具・

医療用品製造業
- 8.9 0 8.9 1.8E+01 7.2E+00 3.9E+00 2.8E+00 2.0E+00 1.5E+00 1.2E+00 9.7E-01 8.2E-01 6.9E-01

4 Ｃ県
医療用機械器具・

医療用品製造業
- 6 0 6 1.2E+01 4.9E+00 2.6E+00 1.9E+00 1.3E+00 1.0E+00 8.0E-01 6.6E-01 5.5E-01 4.7E-01

5 Ｄ県
医療用機械器具・
医療用品製造業

- 5.3 0 5.3 1.0E+01 4.3E+00 2.3E+00 1.7E+00 1.2E+00 8.9E-01 7.1E-01 5.8E-01 4.9E-01 4.1E-01

6 Ｅ県
医療用機械器具・
医療用品製造業

- 4.6 0 4.6 9.1E+00 3.7E+00 2.0E+00 1.4E+00 1.0E+00 7.8E-01 6.1E-01 5.0E-01 4.2E-01 3.6E-01

7 Ｅ県
医療用機械器具・
医療用品製造業

- 4.3 0 4.3 8.5E+00 3.5E+00 1.9E+00 1.3E+00 9.6E-01 7.3E-01 5.7E-01 4.7E-01 3.9E-01 3.3E-01

8 Ｆ県
医療用機械器具・
医療用品製造業

- 4.3 0 4.3 8.5E+00 3.5E+00 1.9E+00 1.3E+00 9.6E-01 7.3E-01 5.7E-01 4.7E-01 3.9E-01 3.3E-01

9 Ｇ県
医療用機械器具・
医療用品製造業

- 4.2 0 4.2 8.3E+00 3.4E+00 1.9E+00 1.3E+00 9.3E-01 7.1E-01 5.6E-01 4.6E-01 3.8E-01 3.3E-01

10 Ｄ県
医療用機械器具・
医療用品製造業

- 3.8 0 3.8 7.5E+00 3.1E+00 1.7E+00 1.2E+00 8.4E-01 6.4E-01 5.1E-01 4.2E-01 3.5E-01 3.0E-01

11 Ｈ県 化学工業 - 3.5 0 3.5 6.9E+00 2.8E+00 1.5E+00 1.1E+00 7.8E-01 5.9E-01 4.7E-01 3.8E-01 3.2E-01 2.7E-01

12 Ｉ県 医薬品製造業 Ｂ川 0.37 0.71 1.1 6.4E+00 6.0E+00 5.8E+00 5.8E+00 5.8E+00 5.7E+00 5.7E+00 5.7E+00 5.7E+00 5.7E+00

13 Ｅ県
医療用機械器具・
医療用品製造業

- 3.1 0 3.1 6.1E+00 2.5E+00 1.4E+00 9.7E-01 6.9E-01 5.2E-01 4.1E-01 3.4E-01 2.8E-01 2.4E-01

14 Ｆ県
医療用機械器具・

医療用品製造業
- 3.1 0 3.1 6.1E+00 2.5E+00 1.4E+00 9.7E-01 6.9E-01 5.2E-01 4.1E-01 3.4E-01 2.8E-01 2.4E-01

15 Ｊ県
医療用機械器具・

医療用品製造業
- 2.9 0 2.9 5.7E+00 2.4E+00 1.3E+00 9.1E-01 6.4E-01 4.9E-01 3.9E-01 3.2E-01 2.7E-01 2.3E-01

16 Ｅ県 化学工業 - 2.9 0 2.9 5.7E+00 2.4E+00 1.3E+00 9.1E-01 6.4E-01 4.9E-01 3.9E-01 3.2E-01 2.7E-01 2.3E-01

17 Ｋ県
プラスチック製品

製造業
- 2.9 0 2.9 5.7E+00 2.4E+00 1.3E+00 9.1E-01 6.4E-01 4.9E-01 3.9E-01 3.2E-01 2.7E-01 2.3E-01

18 Ｆ県
医療用機械器具・

医療用品製造業
- 2.9 0 2.9 5.7E+00 2.4E+00 1.3E+00 9.1E-01 6.4E-01 4.9E-01 3.9E-01 3.2E-01 2.7E-01 2.3E-01

19 Ｌ県
医療用機械器具・

医療用品製造業
- 2.8 0 2.8 5.5E+00 2.3E+00 1.2E+00 8.8E-01 6.2E-01 4.7E-01 3.7E-01 3.1E-01 2.6E-01 2.2E-01

20 Ｍ県
医療用機械器具・

医療用品製造業
- 2.6 0 2.6 5.1E+00 2.1E+00 1.1E+00 8.1E-01 5.8E-01 4.4E-01 3.5E-01 2.8E-01 2.4E-01 2.0E-01

21 Ｈ県 化学工業 - 2.6 0 2.6 5.1E+00 2.1E+00 1.1E+00 8.1E-01 5.8E-01 4.4E-01 3.5E-01 2.8E-01 2.4E-01 2.0E-01

22 Ｎ県
医療用機械器具・

医療用品製造業
- 2.4 0 2.4 4.7E+00 1.9E+00 1.1E+00 7.5E-01 5.3E-01 4.1E-01 3.2E-01 2.6E-01 2.2E-01 1.9E-01

23 Ｏ県
医療用機械器具・

医療用品製造業
- 2.3 0 2.3 4.5E+00 1.9E+00 1.0E+00 7.2E-01 5.1E-01 3.9E-01 3.1E-01 2.5E-01 2.1E-01 1.8E-01

24 Ｄ県
医療用機械器具・

医療用品製造業
- 2.3 0 2.3 4.5E+00 1.9E+00 1.0E+00 7.2E-01 5.1E-01 3.9E-01 3.1E-01 2.5E-01 2.1E-01 1.8E-01

25 Ｅ県
医療用機械器具・
医療用品製造業

- 2.2 0 2.2 4.4E+00 1.8E+00 9.7E-01 6.9E-01 4.9E-01 3.7E-01 2.9E-01 2.4E-01 2.0E-01 1.7E-01

26 Ｐ県
医療用機械器具・
医療用品製造業

- 2.2 0 2.2 4.4E+00 1.8E+00 9.7E-01 6.9E-01 4.9E-01 3.7E-01 2.9E-01 2.4E-01 2.0E-01 1.7E-01

27 Ｑ県 医薬品製造業 Ｃ川 0.075 0.48 0.56 4.0E+00 3.9E+00 3.9E+00 3.9E+00 3.9E+00 3.9E+00 3.8E+00 3.8E+00 3.8E+00 3.8E+00

28 Ｂ県
医療用機械器具・
医療用品製造業

- 1.8 0 1.8 3.6E+00 1.5E+00 7.9E-01 5.6E-01 4.0E-01 3.0E-01 2.4E-01 2.0E-01 1.6E-01 1.4E-01

29 Ｈ県 化学工業 - 1.7 0 1.7 3.4E+00 1.4E+00 7.5E-01 5.3E-01 3.8E-01 2.9E-01 2.3E-01 1.9E-01 1.6E-01 1.3E-01

30 Ｒ県
医療用機械器具・
医療用品製造業

- 1.6 0 1.6 3.2E+00 1.3E+00 7.1E-01 5.0E-01 3.6E-01 2.7E-01 2.1E-01 1.8E-01 1.5E-01 1.2E-01

31 Ｍ県 高等教育機関 - 1.6 0 1.6 3.2E+00 1.3E+00 7.1E-01 5.0E-01 3.6E-01 2.7E-01 2.1E-01 1.8E-01 1.5E-01 1.2E-01

32 Ｏ県 化学工業 - 1.6 0 1.6 3.2E+00 1.3E+00 7.1E-01 5.0E-01 3.6E-01 2.7E-01 2.1E-01 1.8E-01 1.5E-01 1.2E-01

33 Ｅ県
医療用機械器具・
医療用品製造業

- 1.5 0 1.5 3.0E+00 1.2E+00 6.6E-01 4.7E-01 3.3E-01 2.5E-01 2.0E-01 1.6E-01 1.4E-01 1.2E-01

34 Ｉ県 化学工業 - 1.5 0 1.5 3.0E+00 1.2E+00 6.6E-01 4.7E-01 3.3E-01 2.5E-01 2.0E-01 1.6E-01 1.4E-01 1.2E-01

35 Ｅ県 化学工業 - 1.4 0 1.4 2.8E+00 1.1E+00 6.2E-01 4.4E-01 3.1E-01 2.4E-01 1.9E-01 1.5E-01 1.3E-01 1.1E-01

36 Ｅ県
プラスチック製品

製造業
- 1.4 0 1.4 2.8E+00 1.1E+00 6.2E-01 4.4E-01 3.1E-01 2.4E-01 1.9E-01 1.5E-01 1.3E-01 1.1E-01

37 Ｋ県
医療用機械器具・

医療用品製造業
- 1.4 0 1.4 2.8E+00 1.1E+00 6.2E-01 4.4E-01 3.1E-01 2.4E-01 1.9E-01 1.5E-01 1.3E-01 1.1E-01

38 Ｊ県 医薬品製造業 - 1.4 0 1.4 2.8E+00 1.1E+00 6.2E-01 4.4E-01 3.1E-01 2.4E-01 1.9E-01 1.5E-01 1.3E-01 1.1E-01

39 Ｍ県
医療用機械器具・

医療用品製造業
- 1.2 0 1.2 2.4E+00 9.7E-01 5.3E-01 3.8E-01 2.7E-01 2.0E-01 1.6E-01 1.3E-01 1.1E-01 9.3E-02

40 Ｈ県 高等教育機関 - 1.2 0 1.2 2.4E+00 9.7E-01 5.3E-01 3.8E-01 2.7E-01 2.0E-01 1.6E-01 1.3E-01 1.1E-01 9.3E-02

41 Ｓ県 その他の製造業 - 1.1 0 1.1 2.2E+00 8.9E-01 4.9E-01 3.4E-01 2.4E-01 1.9E-01 1.5E-01 1.2E-01 1.0E-01 8.6E-02

42 Ｐ県
衣服・その他の繊

維製品製造業
- 1.1 0 1.1 2.2E+00 8.9E-01 4.9E-01 3.4E-01 2.4E-01 1.9E-01 1.5E-01 1.2E-01 1.0E-01 8.6E-02

43 Ｔ県
医療用機械器具・

医療用品製造業
- 1 0 1 2.0E+00 8.1E-01 4.4E-01 3.1E-01 2.2E-01 1.7E-01 1.3E-01 1.1E-01 9.2E-02 7.8E-02

44 Ｆ県 化学工業 - 1 0 1 2.0E+00 8.1E-01 4.4E-01 3.1E-01 2.2E-01 1.7E-01 1.3E-01 1.1E-01 9.2E-02 7.8E-02

45 Ｕ県
医療用機械器具・
医療用品製造業

- 0.99 0 0.99 2.0E+00 8.0E-01 4.4E-01 3.1E-01 2.2E-01 1.7E-01 1.3E-01 1.1E-01 9.1E-02 7.7E-02

46 Ｖ県
医療用機械器具・
医療用品製造業

- 0.97 0 0.97 1.9E+00 7.9E-01 4.3E-01 3.0E-01 2.2E-01 1.6E-01 1.3E-01 1.1E-01 8.9E-02 7.6E-02

47 Ｍ県 化学工業 - 0.92 0 0.92 1.8E+00 7.5E-01 4.1E-01 2.9E-01 2.0E-01 1.6E-01 1.2E-01 1.0E-01 8.4E-02 7.2E-02

48 Ｌ県
医療用機械器具・
医療用品製造業

- 0.89 0 0.89 1.8E+00 7.2E-01 3.9E-01 2.8E-01 2.0E-01 1.5E-01 1.2E-01 9.7E-02 8.2E-02 6.9E-02

49 Ｋ県
プラスチック製品
製造業

- 0.78 0 0.78 1.5E+00 6.3E-01 3.4E-01 2.4E-01 1.7E-01 1.3E-01 1.0E-01 8.5E-02 7.1E-02 6.1E-02

50 Ｏ県 医療業 - 0.76 0 0.76 1.5E+00 6.2E-01 3.4E-01 2.4E-01 1.7E-01 1.3E-01 1.0E-01 8.3E-02 7.0E-02 5.9E-02

51 Ｖ県 医薬品製造業 - 0.75 0 0.75 1.5E+00 6.1E-01 3.3E-01 2.3E-01 1.7E-01 1.3E-01 1.0E-01 8.2E-02 6.9E-02 5.8E-02

52 Ｖ県 高等教育機関 - 0.73 0 0.73 1.4E+00 5.9E-01 3.2E-01 2.3E-01 1.6E-01 1.2E-01 9.7E-02 8.0E-02 6.7E-02 5.7E-02

53 Ｗ県 化学工業 - 0.71 0 0.71 1.4E+00 5.8E-01 3.1E-01 2.2E-01 1.6E-01 1.2E-01 9.5E-02 7.8E-02 6.5E-02 5.5E-02

54 Ｕ県 医療業 - 0.68 0 0.68 1.3E+00 5.5E-01 3.0E-01 2.1E-01 1.5E-01 1.1E-01 9.1E-02 7.4E-02 6.2E-02 5.3E-02

55 Ｘ県 ゴム製品製造業 - 0.67 0 0.67 1.3E+00 5.4E-01 3.0E-01 2.1E-01 1.5E-01 1.1E-01 8.9E-02 7.3E-02 6.1E-02 5.2E-02

56 Ｈ県
医療用機械器具・

医療用品製造業
- 0.66 0 0.66 1.3E+00 5.4E-01 2.9E-01 2.1E-01 1.5E-01 1.1E-01 8.8E-02 7.2E-02 6.0E-02 5.1E-02

57 Ｐ県 高等教育機関 - 0.65 0 0.65 1.3E+00 5.3E-01 2.9E-01 2.0E-01 1.4E-01 1.1E-01 8.7E-02 7.1E-02 6.0E-02 5.1E-02

58 Ｅ県
窯業・土石製品製

造業
- 0.64 0 0.64 1.3E+00 5.2E-01 2.8E-01 2.0E-01 1.4E-01 1.1E-01 8.5E-02 7.0E-02 5.9E-02 5.0E-02

59 Ｙ県 医療業 - 0.62 0 0.62 1.2E+00 5.0E-01 2.7E-01 1.9E-01 1.4E-01 1.0E-01 8.3E-02 6.8E-02 5.7E-02 4.8E-02

60 Ａ県 医薬品製造業 - 0.61 0 0.61 1.2E+00 5.0E-01 2.7E-01 1.9E-01 1.4E-01 1.0E-01 8.1E-02 6.7E-02 5.6E-02 4.7E-02

61 Ｒ県 高等教育機関 - 0.54 0 0.54 1.1E+00 4.4E-01 2.4E-01 1.7E-01 1.2E-01 9.1E-02 7.2E-02 5.9E-02 4.9E-02 4.2E-02

62 Ｚ県 医療業 - 0.52 0 0.52 1.0E+00 4.2E-01 2.3E-01 1.6E-01 1.2E-01 8.8E-02 6.9E-02 5.7E-02 4.8E-02 4.0E-02

63 Ｒ県 医療業 - 0.51 0 0.51 1.0E+00 4.1E-01 2.3E-01 1.6E-01 1.1E-01 8.6E-02 6.8E-02 5.6E-02 4.7E-02 4.0E-02  2 
注：業種名称が化学工業で黄色でない事業者は医療用ガスの製造者であるなど、各事業者の事業内容を確認して色付けした。 3 
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７-２-３ 様々な排出源の影響を含めた暴露シナリオにおける暴露評価とリスク推計 1 
(１) 環境中濃度等の空間的分布の推計（PRTR情報の利用） 2 
① 推計条件 3 
 4 

表 ２１ G-CIEMS の計算に必要なデータのまとめ 5 
項目 単位 採用値 詳細 

ヘンリー係数 Pa・m3/mol 15.0 25℃温度補正値 

水溶解度 mol/m3 2.43×105 25℃温度補正値 

液体蒸気圧 Pa 2.05x106 25℃温度補正値 

オクタノールと水との間の分配係数 - 0.501 10logPow 

大気中分解速度定数（ガス） s-1 3.80x10-8 
大気における機序別分解半減

期の総括値 211 日の換算値 

大気中分解速度定数（粒子） s-1 3.80x10-8 
大気における機序別分解半減

期の総括値 211 日の換算値 

水中分解速度定数（溶液） s-1 6.22x10-7 
水中における機序別分解半減

期の総括値 12.9 日の換算値 

水中分解速度定数（懸濁粒子） s-1 6.22x10-7 
水中における機序別分解半減

期の総括値 12.9 日の換算値 

土壌中分解速度定数 s-1 6.22x10-7 
土壌中における機序別分解半

減期の総括値 12.9 日の換算値 

底質中分解速度定数 s-1 6.22x10-7 
底質中における機序別分解半

減期の総括値 12.9 日の換算値 

植生中分解速度定数 s-1 3.80x10-8 
大気における機序別分解半減

期の総括 12.9 日の換算値 

 6 
表 ２２ PRTR 排出量情報(平成 27 年度)の全国排出量の内訳 7 

PRTR 排出量データ使用年度 平成 27 年度 

排出量 

全推計分の排出量を以下に示す。 

全推計分の排出量を以下に示す。 

○届出排出量  ：154, 534 kg/年 

G-CIEMS 用大気排出量： 128, 880 kg/年 

G-CIEMS 用水域排出量：  25, 650 kg/年 

G-CIEMS 用土壌排出量：      0 kg/年 

(G-CIEMS で対応付けられていない排出量：水域 4 kg/年4) 

○届出外排出量： 16, 687 kg/年  

G-CIEMS 用大気排出量： 13, 916 kg/年 

G-CIEMS 用水域排出量：  2, 669 kg/年 

G-CIEMS 用土壌排出量：      0 kg/年 

(G-CIEMS で対応付けられていない排出量：水域 101 kg/年 4) 

 8 
 9 
 10 

                                                   
4 環境省事業では下水処理場からの届出外排出量推計を行っているが、提供されている 3次メッシュデータには
下水処理施設からの推計排出分は含まれていないため、G-CIEMSでは下水処理施設からの推計排出量を含め
なかった。 
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② 環境中濃度の推計結果 1 
表 ２３ G-CIEMS の評価対象地点における水質濃度及び大気濃度に基づく 2 

ハザード比(HQ)のパーセンタイル値 3 

パー

センタ

イル 

順位 

経口摂取量[mg/kg/day] 
②経口 

有害性評価

値 (発がん) 

[mg/kg/day] 

HQ 経口 

(=①/②) 

③大気濃

度 [mg/m3] 

④吸入有害

性評価値( 

発がん) 

[mg/m3] 

HQ 吸入 

(=③/④) 

HQ 

(経口+

吸入) 
局所 広域 

① 合
計 

(局所＋

広域) 

0 1 2.6x10-11 8.2x10-9 8.2x10-9 3.7x10-5 2.2x10-4 4.9x10-10 9.2x10-5 5.3x10-6 2.3x10-4 

0.1 5 3.0x10-10 8.2x10-9 8.5x10-9 3.7x10-5 2.3x10-4 2.0x10-9 9.2x10-5 2.1x10-5 2.5x10-4 

1 38 2.5x10-9 8.2x10-9 1.1x10-8 3.7x10-5 2.9x10-4 7.7x10-9 9.2x10-5 8.4x10-5 3.7x10-4 

5 186 1.7x10-8 8.2x10-9 2.5x10-8 3.7x10-5 6.9x10-4 3.4x10-8 9.2x10-5 3.7x10-4 0.0011 

10 371 7.4x10-10 8.2x10-9 8.9x10-9 3.7x10-5 2.4x10-4 1.6x10-7 9.2x10-5 0.0018 0.0020 

25 927 1.8x10-7 8.2x10-9 1.8x10-7 3.7x10-5 0.0050 8.1x10-8 9.2x10-5 8.9x10-4 0.0059 

50 1853 7.3x10-7 8.2x10-9 7.4x10-7 3.7x10-5 0.020 3.1x10-7 9.2x10-5 0.0034 0.023 

75 2779 2.6x10-7 8.2x10-9 2.7x10-7 3.7x10-5 0.0073 6.8x10-6 9.2x10-5 0.074 0.081 

90 3335 3.2x10-7 8.2x10-9 3.3x10-7 3.7x10-5 0.0090 2.5x10-5 9.2x10-5 0.27 0.28 

95 3520 3.5x10-6 8.1x10-9 3.5x10-6 3.7x10-5 0.094 3.4x10-5 9.2x10-5 0.37 0.46 

99 3668 3.8x10-6 8.1x10-9 3.8x10-6 3.7x10-5 0.10 6.7x10-5 9.2x10-5 0.73 0.83 

99.9 3701 6.7x10-4 8.2x10-9 6.7x10-4 3.7x10-5 18. 1.7x10-6 9.2x10-5 0.018 18. 

99.92 3702 0.0011 8.2x10-9 0.0011 3.7x10-5 30. 7.4x10-6 9.2x10-5 0.080 30. 

99.95 3703 0.0016 8.2x10-9 0.0016 3.7x10-5 44. 1.3x10-5 9.2x10-5 0.14 44. 

99.97 3704 0.0019 8.2x10-9 0.0019 3.7x10-5 52. 1.3x10-5 9.2x10-5 0.14 52. 

100 3705 0.0029 8.2x10-9 0.0029 3.7x10-5 78. 1.5x10-5 9.2x10-5 0.16 78. 

 4 
表 ２４ G-CIEMS の評価対象地点における水質濃度及び大気濃度に基づく 5 

経口摂取量及びハザード比(HQ)のパーセンタイル値 6 

パーセンタ

イル 
順位 

①経口摂取量

（局所＋広域） 

[mg/kg/day] 

経口一般毒性 経口生殖・発生毒性 経口発がん性 

②有害性 

評価値 

[mg/kg/day] 

HQ 

(=①/②) 

③有害性 

評価値 

[mg/kg/day] 

HQ 

(=①/③) 

④有害性 

評価値 

[mg/kg/day] 

HQ 

(=①/④) 

0 1 8.2x10-9     3.7x10-5 2.2x10-4 

0.1 5 8.2x10-9     3.7x10-5 2.2x10-4 

1 38 8.5x10-9     3.7x10-5 2.3x10-4 

5 186 1.1x10-8     3.7x10-5 3.1x10-4 

10 371 1.7x10-8     3.7x10-5 4.5x10-4 

25 927 4.2x10-8     3.7x10-5 0.0011 

50 1853 1.4x10-7     3.7x10-5 0.0039 

75 2779 7.0x10-7     3.7x10-5 0.019 

90 3335 2.6x10-6     3.7x10-5 0.070 

95 3520 5.1x10-6     3.7x10-5 0.14 

99 3668 1.7x10-5     3.7x10-5 0.46 

99.9 3701 6.7x10-4     3.7x10-5 18. 

99.92 3702 0.0011     3.7x10-5 30. 

99.95 3703 0.0016     3.7x10-5 44. 

99.97 3704 0.0019     3.7x10-5 52. 

100 3705 0.0029     3.7x10-5 78. 

 7 
 8 
 9 
 10 
 11 
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表 ２５ G-CIEMS の評価対象地点の吸入経路に係る大気濃度に基づく 1 
ハザード比(HQ)のパーセンタイル値 2 

パーセ

ンタイ

ル 

順位 

①吸入濃度

に係る 

大気濃度

[mg/m3] 

吸入一般毒性 吸入生殖・発生毒性 吸入発がん性 

②有害性

評価値 

[mg/m3] 

HQ 

(=①/②) 

③有害性

評価値 

[mg/m3] 

HQ 

(=①/③) 

④有害性

評価値 

[mg/m3] 

HQ 

(=①/④) 

0 1 4.0x10-10     9.2x10-5 4.3x10-6 

0.1 5 7.0x10-10     9.2x10-5 7.6x10-6 

1 38 4.2x10-9     9.2x10-5 4.6x10-5 

5 186 3.5x10-8     9.2x10-5 3.8x10-4 

10 371 7.6x10-8     9.2x10-5 8.2x10-4 

25 927 2.4x10-7     9.2x10-5 0.0026 

50 1853 1.1x10-6     9.2x10-5 0.012 

75 2779 4.2x10-6     9.2x10-5 0.046 

90 3335 1.7x10-5     9.2x10-5 0.18 

95 3520 3.0x10-5     9.2x10-5 0.32 

99 3668 5.4x10-5     9.2x10-5 0.59 

99.9 3701 9.6x10-5     9.2x10-5 1.0 

99.92 3702 1.0x10-4     9.2x10-5 1.1 

99.95 3703 1.0x10-4     9.2x10-5 1.1 

99.97 3704 1.0x10-4     9.2x10-5 1.1 

100 3705 1.2x10-4     9.2x10-5 1.3 

 3 
③ 環境中分配比率等の推計結果 4 
 5 

表 ２６ 環境中の排出先比率と G-CIEMS5で計算された環境中分配比率 6 
 7 

  

PRTR 
届出＋届出外

排出量 

排出先 

比率 

大気 83% 
水域 17% 
土壌 0% 

環境中 

分配比率 

大気 85% 
水域 14% 
土壌 <1% 
底質 <1% 

 8 
 9 
 10 
 11 
 12 

                                                   
5 PRAS-NITEは大気と水域の分配は考慮しないモデルであり、MNSEM3-NITE  Ver.4.3.11（MNSEM2（version 2.0）
に一部変更を加えて使用。変更箇所については技術ガイダンスⅦ章の付属資料に記載。）は日本全体を４つの箱

に分けて大まかな分配傾向を見るモデルであるため、ここではメッシュごと・流域ごとに媒体間移行を詳細に推

計できる G-CIEMSの結果を掲載した。 
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７-３ 参照した技術ガイダンス 1 

 2 
表 ２７ 参照した技術ガイダンスのバージョン一覧 3 

章 タイトル バージョン 

‐ 導入編 1.0 

Ⅰ 評価の準備 1.0 

Ⅱ 人健康影響の有害性評価 1.1 

Ⅲ 生態影響の有害性評価 1.0 

Ⅳ 排出量推計 1.1 

Ⅴ 暴露評価～排出源ごとの暴露シナリオ～ 1.0 

Ⅵ 暴露評価～用途等に応じた暴露シナリオ～ 1.0 

Ⅶ 暴露評価～様々な排出源の影響を含めた暴露シナリオ～ 1.0 

Ⅷ 環境モニタリング情報を用いた暴露評価 1.0 

Ⅸ リスク推計・優先順位付け・とりまとめ 1.1 

 4 
5 
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７-４ 環境モニタリングデータとモデル推計結果の比較解析 1 

(１) 地点別のモニタリング濃度と G-CIEMSのモデル推計濃度との比較 2 
 3 

 4 

図 ３  G-CIEMS 推計大気濃度（PRTR、平成 27 年度)と大気モニタリング濃度（有害大気、 5 
平成 27 年度）との比較 6 

 7 
8 
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(２) 地点別のモニタリング濃度と PRAS-NITEのモデル推計濃度との比較 1 
 2 
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100倍

10倍

1/10倍
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PRAS-NITE推計
濃度のほうが高い

 3 
図 ４  PRAS-NITE の推計大気濃度（PRTR、平成 27 年度)と大気モニタリング濃度（有害大気、 4 

平成 27 年度）との比較 5 
 6 

7 
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(３) 大気モニタリング濃度に基づく HQが 1以上の測定地点周辺の排出源情報 1 
 2 
表 ２８ 大気モニタリング濃度（有害大気、平成 27 年度）に基づく HQが 1 以上の測定地点周辺の PRTR 届出事業所リスト 3 

1～3 km圏内 4～6 km圏内 7～10 km圏内

1 Ｏ県 一般環境
化学工業(1600) /化学工業(440) /
化学工業(400)

化学工業(0.9) /化学工業(0.9) 0.00074 8.0

2 Ｎ県
固定発生
源周辺

医療用ガス関連(2400) 0.00059 6.4

3 ＡＢ県 一般環境 0.00036 3.9

4 Ｅ県
固定発生
源周辺

化学工業(2900) /化学工業(1400) /
化学工業(100) /化学工業(19) /化
学工業(1.9) /化学工業(0.4)

0.0003 3.3

5 ＡＣ県 一般環境
化学工業(360) /化学工業(12) /化
学工業(5.3)

医療用ガス関連(220) 0.00029 3.2

6 ＡＣ県
固定発生
源周辺

化学工業(1.2)
化学工業(35) /化学工業(6.9) /医
療用ガス関連(0.8)

0.00019 2.1

7 ＡＤ県 沿道 0.00017 1.8

8 ＡＥ県 一般環境 0.00017 1.8

9 ＡＣ県 一般環境 化学工業(35) 医療用ガス関連(3.8) 0.00016 1.7

10 Ｐ県 一般環境 医療用ガス関連(2200) 0.00015 1.6

11 Ｐ県 一般環境 医療用ガス関連(8.8) 0.00015 1.6

12 ＡＣ県
固定発生
源周辺

0.00015 1.6

13 ＡＣ県 一般環境
化学工業(1.2) /医療用ガス関連
(0.8)

化学工業(6.9) 0.00014 1.5

14 Ｐ県 沿道 医療用ガス関連(290) 0.00012 1.3

15 ＡＡ県
固定発生
源周辺

0.00012 1.3

16 Ｆ県
固定発生
源周辺

化学工業(340) /化学工業(300)
化学工業(400) /化学工業(水域
380)

0.00012 1.3

17 ＡＦ県 一般環境 医療用ガス関連(5) 0.00012 1.3

18 ＡＧ県 一般環境 0.00012 1.3

19 Ｐ県 一般環境 医療用ガス関連(1100) 0.00011 1.2

20 Ｐ県 一般環境 0.00011 1.2

21 Ｐ県 一般環境 0.00011 1.2

22 Ｏ県 一般環境 化学工業(0.9) /化学工業(0.9) 化学工業(1600) /化学工業(440) 0.00011 1.2

23 Ｋ県 一般環境
医療用ガス関連(2900) /医療用ガ
ス関連(780)

0.00011 1.2

24 ＡＣ県
固定発生
源周辺

医療用ガス関連(220) /化学工業
(12)

化学工業(360) /化学工業(5.3) 医療用ガス関連(2.1) 0.00011 1.2

25 Ｑ県 一般環境 0.00011 1.2

26 ＡＢ県 沿道 0.00011 1.2

27 Ｅ県 沿道 0.0001 1.1

28 Ｏ県 一般環境 医療用ガス関連(5) 0.0001 1.1

29 Ｊ県 一般環境 0.0001 1.1

30 Ｉ県 一般環境 医療用ガス関連(26) 0.0001 1.1

31 Ｗ県 一般環境 0.0001 1.1

32 ＡＢ県 一般環境 0.0001 1.1

33 Ｐ県 一般環境 0.000099 1.1

34 Ｍ県 沿道 医療用ガス関連(1600) 医療用ガス関連(920) 0.000098 1.1

35 Ｉ県 一般環境 0.000098 1.1

36 Ｗ県 沿道 0.000098 1.1

37 Ｑ県 一般環境 医療用ガス関連(260) 0.000098 1.1

38 Ｈ県
固定発生
源周辺

化学工業(3500) /化学工業(2600) /
化学工業(280) /化学工業(26)

化学工業(1700) /医療用ガス関連
(35)

0.000097 1.1

39 Ｗ県 一般環境 0.000097 1.1

40 Ｐ県 沿道 0.000096 1.0

41 Ｏ県 一般環境 0.000096 1.0

42 ＡＣ県 一般環境 化学工業(6.9) 0.000095 1.0

43 Ｏ県 沿道 医療用ガス関連(420) 0.000094 1.0

44 Ｆ県 一般環境 化学工業(400) 化学工業(水域380) 化学工業(340) /化学工業(300) 0.000094 1.0

45 Ｌ県 一般環境 0.000094 1.0

46 Ｈ県
固定発生
源周辺

化学工業(3500) /化学工業(2600) /
化学工業(280) /化学工業(26)

化学工業(1700) 医療用ガス関連(35) 0.000093 1.0

47 ＡＣ県 一般環境 医療用ガス関連(3.8) 化学工業(35) 0.000093 1.0

48 Ｏ県 一般環境 0.000092 1.0

測定値

(mg/m3)
HQ都道府県 地域分類

PRTR届出事業所 （大気排出量(kg)）　化学工業/医療用ガス関連
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